
　地方都市の人口の減少に歯止めをかけ、将来にわ

たって活力ある日本社会を維持するための「地方創

生」。

　地域に“ひと”を呼び込み、“しごと”を創り、“まち”

を活性化させるため、西都市では、平成27年度から、

「さいと未来創生総合戦略（第１期総合戦略）」に基

づき、取り組みを進めてきました。

　この計画期間の満了に伴い、令和６年度を目標年

度とする「第２期さいと未来創生総合戦略（第２期

総合戦略）」を策定しました。

◆総合戦略とは

　国勢調査によると、西都市の人口は過去 30 年の

間に 8,000 人近く減少し、高齢者が 5,000 人近く

増加する一方で、年少人口（０～ 14歳）は約半分に、

生産年齢人口（15～ 64 歳）も約３分の２に減少

しています。

　近年の出生・死亡、転入・転出の動向をみても、

死亡が出生を上回る自然減、転出が転入を上回る社

会減の状況が続いており、出生や転入を増やし、人

口減を抑制する取り組みが求められます。

◆人口ビジョン〔改定版〕

第２期 さいと未来創生総合戦略
住んでみたい、そして住み続けたいと思えるまち“西都”を目指して

概要版
　国の機関である国立社会保障・人口問題研究所によると、令和 42（2060）年、西都市の人口は

12,420 人になると推計されています。

　これは、平成 22 年と平成 27 年の国勢調査人口を基に推計されたもので、５年前の推計より減少幅

が大きいものとなりました。

　西都市では、出生率の向上と社会減の抑制を図ることで、令和 42（2060）年に 15,206 人、国立社

会保障・人口問題研究所の推計値より約 2,800 人の増加を目指します。

　令和元年５～６月に第２期総合戦略および次期総合計画策定のために市民アンケート調査を行い、

809人（回収率 27.0％）から回答を得ました。

　「今後重点的に取り組むべき政策」について 20 項目の選択肢から優先順に３つまで回答いただいた問

いについては、「医療施設の充実」を望む声が最も多く、回答があった割合は５割近くにのぼりました。

次いで「地域経済の振興と雇用の安定」、「人口増加対策」、「子育て支援の充実」、「交通利便性の向上」

の順となっており、これらに重点的に取り組んでいくことが求められます。

◆市民ニーズ

【西都市の人口の将来展望】

【今後重点的に取り組むべき政策（上位５位）】

令和42（2060）年に
約2,800人の増加を目指す
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【まち・ひと・しごとの創生による好循環を目指します】

【西都市の国勢調査人口の推移】

【近年の社会増減】【近年の自然増減】

端数処理の関係で％の合計が100にならないものがあります。
平成7年は年齢不詳者がいるため、合計が合致していません。



　将来にわたって市民が安全・安心で幸せに暮らせる西都市となるためには、市民・関係団体などの皆

さまと危機感を共有し、団結して西都市の未来創生に取り組むことが重要です。このため、第２期総合

戦略では、「住んでみたい、そして住み続けたいと思えるまち“西都”」を基本理念とし、３つの基本目

標を掲げて施策を進めることとしました。

　「西都市における安定した雇用を創出する」を基本目標に掲げ、「一戸あたりの農業生産額の５％増」、

「地方創生施策による雇用創出数 275人」を数値目標に設定しました。

　農業など西都市の強みを生かした地域産業を育成し、地域経済を活性化するとともに安定した雇用を

創出します。

◆第２期総合戦略

基　本　理　念

住んでみたい、そして住み続けたいと思えるまち“西都”

【基本目標１】　　西都市における安定した雇用を創出する

　「西都市への新しいひとの流れをつくる」を基本目標に掲げ、「５年間に 5,240 人の転入」を数値目

標に設定しました。

　西都市の住みよさを多様な方法で積極的に PR し、「住んでみたい」と思っていただくことで移住・

定住者を増やすとともに、将来の移住・定住につながることが期待できる「関係人口」の創出を図ります。

【基本目標２】　　西都市への新しいひとの流れをつくる

　「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」を基本目標に掲げ、「５年間で 1,040 人の出生」

を数値目標に設定しました。

　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、少子化の克服と安心して子育てできるまちづくりを

図るため、結婚・出産・子育ての各ステージにおける相談支援体制と子育て支援サービスの整備、教育

環境の充実を図ります。

【基本目標３】　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

◆一戸あたりの農業生産額を
　５年間で５％増に

◆地方創生施策により５年間
　で 275人の雇用を創出

・農作業の効率化・省力化の促進
・ハウスの更新や団地化などによる生産性の向上
・災害に強い産地づくり
・肉用牛生産基盤やブランド力の強化　など

西都市における
安定した雇用を
創出する

（１） 農業による市内経済の活性化

・就農希望者の掘り起こしや就農支援情報の提供などによる
　新規就農者の参入促進
・研修、就農、定着までの一体的なフォローアップ体制の強化　など

（２） 農業における多様な担い手の確保

・他産業への波及効果も期待される食料品製造業の立地促進
・若年層や女性からの求職ニーズが高い情報サービス産業の
　立地促進　など

（３） 企業立地等による雇用の創出

・空き店舗の現状とニーズの調査
・「創業・事業承継支援センター」（仮称）の設置
・経営セミナーの充実
・連携型創業相談支援ネットワークの活用
・宮崎県事業承継ネットワーク等関係機関との連携　など

（４） 創業支援と事業承継の促進

【基本目標１】

◆５年間で 5,240 人の転入

・空き家情報の積極的な発信
・移住希望者へのきめ細やかな相談支援の推進
・移住後の継続的な定着支援の推進　など西都市への新しい

ひとの流れをつく
る

（１） 移住・定住支援体制の強化

・SNS等を活用した「さいとファンクラブ」の設立
・東京・近畿・福岡西都会との関係強化　など

（２） 関係人口の創出

【基本目標２】

【基本目標３】

◆５年間で 1,040 人の出生

・結婚希望者への出会いの場の提供　など

若い世代の結婚・
出産・子育ての
希望をかなえる

（１） 結婚支援の推進

・切れ目のない包括的な相談支援の推進　など
（２） 出産・育児に関する相談支援体制の強化

・子育て支援事業の充実
・子育てにおける経済的負担の軽減
・地域医療体制の整備　など

（３） 子育て環境の充実

・学校教育環境の一層の充実　
・小・中・高と一貫して地元で学べる環境の整備・強化　など

（４） 教育環境の充実


